
27年国調
  人  口 22年国調 Ⅱ－３

増減 △3,092人 △4.3%
29.1.1 2.6% 2.5%
28.1.1 12.9% 13.4% Ⅰ－２
増減 △791人 △1.1% 80.3% 81.2%

決算額 構成比 増減率 経常一般財源等 構成比 新産 × 収
11,127,749 40.1 1.1 9,961,670 68.4 工特 ×

153,376 0.6 △ 6.0 153,376 1.1 低開発 × 支
8,584 0.0 △ 42.8 8,584 0.1 産炭 ×

25,610 0.1 △ 39.0 25,610 0.2 山振 × 状
19,422 0.1 △ 56.3 19,422 0.1 離島 ×

1,230,181 4.4 △ 11.7 1,230,181 8.5 過疎 × 況
75,953 0.3 3.3 75,953 0.5 半島 ×

0 0.0 - 0 0.0 首都 ×
41,705 0.2 △ 0.3 41,705 0.3 近畿 ×
27,860 0.1 △ 1.9 27,860 0.2 中部 ○

3,155,938 11.4 0.5 2,870,360 19.7 市町村圏 ○ 一

2,870,360 10.3 1.1 2,870,360 19.7 特定農山村 × 般

285,578 1.0 △ 5.4 0 0.0 財政再建 × 職

15,866,378 57.1 △ 0.5 14,414,721 99.0 指数表選定 ○ 員

12,893 0.0 △ 4.8 12,893 0.1 財源超過 × 等

219,810 0.8 19.0 0 0.0
573,040 2.1 △ 3.7 71,770 0.5 定

285,124 1.0 0.8 0 0.0 数

4,347,665 15.7 9.7 - - 現年課税分 × × 1
1,675,487 6.0 0.5 - - 97.0% × × 2

40,973 0.1 △ 4.4 35,045 0.2 96.8% × ○
22,336 0.1 125.0 - - 97.0% ○ × 1

604,529 2.2 418.9 - - × × 1
858,981 3.1 20.4 - - × ○ 1
306,404 1.1 △ 3.7 22,828 0.2 × × 18

2,966,226 10.7 7.8 - -
27,779,846 100.0 4.4 14,557,257 100.0

経常収支

比　　　率

4,458,993 16.5 △ 16.9 4,155,017
3,075,467 11.4 △ 17.5 2,797,464
5,671,579 21.0 4.7 1,523,206
2,387,944 8.8 △ 3.9 2,301,794
2,387,790 8.8 △ 3.9 2,301,640

154 0.0 △ 44.0 154
12,518,516 46.2 △ 5.7 7,980,017
3,495,736 12.9 1.6 2,694,385

301,609 1.1 △ 12.3 234,685
2,428,017 9.0 45.7 1,840,052

877,846 3.2 11,490.3 877,846
3,640,384 13.4 0.9 3,114,841

622,648 2.3 19.5 585,000
投資及び出資金・貸付金 163,065 0.6 △ 15.0 159,345
前年度繰上充用金 0 0.0 - -

3,901,370 14.4 44.2 1,148,139
116,618 0.4 1.0 107,680

3,901,370 14.4 44.2 1,148,139
567,606 2.1 77.9 99,281

3,232,036 11.9 41.4 1,029,830
101,728 0.4 0.2 19,028

0 0.0 - -
0 0.0 - -

27,071,345 100.0 5.1 17,756,464　　 歳　　出　　合　　計 28年4月1日現在  101.8
失 業 対 策 事 業 費 ラスパイレス指数

内
訳

普 通 建 設 事 業 費

0
収 益 事 業 収 入 60,000

土 地 開 発 基 金 現 在 高 323,249

翌
年
度
以
降

支
出
予
定
額

物件等購入 252,326

災 害 復 旧 事 業 費 18,464,965千円 合　　　　計 3,975,066

その他 3,308,796
　県　営 歳入一般財源等 収入印紙等購入基金 0 実質的なもの

　補　　償 その他 0
　単　独 　経常から除いた場合）  90.0% 介護老人保健施設 21,850

267千円 　保　　証 公社等 0

うち

　補　助 （減税補塡債及び臨時財政対策債を 介護保険 1,065,894
後期高齢者医療 973,638 被保険者１人当たり保険給付費

うち人件費 経常収支比率　　　83.2% 土地開発基金 2 調定額（被保険者1人当たり） 159千円

13,630,944
保険税収入額（1世帯当たり） 149千円 債 務 負 担 行 為 額

被保険者数 24,515人 　 うち財政融資資金・旧郵政公社公社資金現在高

0 0.0

投資的経費 13,094,697千円 国民健康保険 700,000

経常経費充当一般財源等計 下水道 879,000
病院事業 330,000 加入世帯数 15,432世帯

1,211,767
453,963千円 特定目的基金 941,335

地　方　債　現　在　高 26,068,603
積　　立　　金 - - 水道事業 4,682 再差引収支

3,187,466
繰　　出　　金 2,914,372 18.5 公

営
事
業
等
へ
の
繰
出
等

事　業　名 繰　出　金 国
保
会
計
の
状
況

実質収支 608,243千円
100.0 5.1 3,901,370 17,756,464

積立金
現在高

財政調整基金

減債基金

- - - 地方債現在高比率 171.2%
うち一部事務組合負担金 870,648 5.5 　歳　　出　　合　　計 27,071,345

- - 将来負担比率 15.7%
補　助　費　等 989,304 6.3  　前年度繰上充用金 0 0.0

2,301,794 連結実質赤字比率 -
維　持　補　修　費 95,866 0.6  　諸 支 出 金 0 0.0 -

実質赤字比率 -
物　　件　　費 1,367,511 8.7  　公　　債　　費 2,387,944 8.8 △ 3.9 -

7.0%
   （ 義 務 的 経 費 計 ） 7,727,644 49.1  　災害復旧費 0 0.0 - - -

3,215,735 11.9 24.8 1,265,516 2,054,657 実質公債費比率（Ｈ２６～Ｈ２８平均）

4.4 △ 13.8 133,288 1,062,724 起債制限比率（Ｈ２６～Ｈ２８平均） 8.7%内
訳

元利償還金 2,301,640 14.6  　消　　防　　費 1,194,619
一時借入金利子 154 0.0  　教　　育　　費

9.0 11.2 1,162,437 1,483,924 公債費比率 8.6%
△ 13.0 188,712 591,857 公債費負担比率 12.5%

公　　債　　費 2,301,794 14.6  　土　　木　　費 2,434,425
扶　　助　　費 1,477,158 9.4  　商　　工　　費 769,033 2.8

0.6 △ 7.9 70,096 113,761 経常一般財源等比率 95.6%
△ 0.2 0 98,458 実質収支比率 3.7%

うち職員給 - - 　 農林水産業費 155,248

57,115 1,875,197 財政力指数（Ｈ２６～Ｈ２８平均） 0.762
人　　件　　費 3,948,692 25.1  　労　　働　　費 99,515 0.4

9.0 907,190 5,442,601 標準財政規模 15,230,386
一般財源等  　衛　　生　　費 2,224,026 8.2 △ 1.0

11,181,400

　　　区　　　　　　　分 決算額 構成比 増減率 充当一般財源等
経常経費充当  　民　　生　　費 11,509,638 42.5

208,089 基準財政需要額 11,609,905
 　総　　務　　費 2,873,073 10.6 △ 1.3 117,016 2,523,402 標準税収入額

Ａの充当一般財源等

28年度

基準財政収入額 8,729,994

　　　　　　性　質　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　（単位：千円・％）
 　議　　会　　費 208,089 0.8 △ 12.3 0

地 方 債 　　　　　　目　的　別　歳　出　の　状　況　　　　　　　　　　（単位：千円・％） 　　　　　区　　　　　　　分 指数等（単位：千円）

　 　歳　　入　　合　　計 　 　区　　　　　　分 　　　　決算額　　Ａ 構成比 増減率 Ａのうち普通建設事業費

3,900
諸 収 入 じんかい処理 その他 議会議員 平成28年10月1日 3,610
繰 越 金

      固定資産税　　　1.4/100
伝染病 後期高齢者医療 議会副議長 平成28年10月1日

小学校 教育長 平成28年10月1日 6,680
繰 入 金 老人福祉 中学校 議会議長 平成28年10月1日 4,230

事務機共同 常備消防
寄 附 金 税 合 計 13.8% 83.7% 市税滞納整理

財 産 収 入

所得割
標準税率に
対する比率
1.0

純固定資産税 12.7% 81.8%

8,350
県 支 出 金 市 民 税 16.1% 84.4% 退職手当 火葬場 副市長 平成28年10月1日 7,270

滞納繰越分 合 計 議員公務災害 し尿処理 市　 長 平成28年10月1日

適用開始年月日 （報酬）月額　（百円）

国 庫 支 出 金 適
用
税
率
の
状
況

市
民
税

個
人
分

均等割 3,500円 徴
収
率

区 分

一部事務組合加入の状況 特別職等
給料（報酬）月額 １人当たり平均給料

手 数 料 　  　合　　　　計 11,127,749 100.0 1.1 0

　　　合　　　計 541 1,775,789 3,282
使 用 料 　

臨時職員 0 0 0
分 担 金 ・ 負 担 金 　
交通安全対策特別交付金 都市計画税 1,166,079 10.5 0.9 0

△ 2.1 0 消防職員 0 0 0
0 教育公務員 47 139,167 2,961

　（　一　般　財　源　計　）

内
訳

入湯税 357,226 3.2

- 　 うち技能労務員 95 351,405 3,699
　特　　別 目的税 1,523,305 13.7 0.2

一般職員 494 1,636,622 3,313
内
訳

　普　　通 旧法による税 - - -
地 方 交 付 税 法定外普通税 - - - -

１人当たり平均給料

地 方 特 例 交 付 金 （法定普通税計） 9,604,444 86.3 1.2 0 （人）  月額 （百円）

333,758
自 動 車 取 得 税 交 付 金 特別土地保有税 0 0.0 △ 100.0 0

　　　 　区　　　分
職員数 給料月額　（百円）

0
特別地方消費税交付金 市たばこ税 579,236 5.2 △ 3.8 0 1,178,626 実質単年度収支 △ 135,386

0 0
ゴルフ場利用 税交 付金 軽自動車税 163,823 1.5 19.2 0 積立金取崩し額 400,000

301,966 302,345
地 方 消 費 税 交 付 金 うち純固定資産税 5,422,846 48.7 0.6 0 臨時財政対策債

発行額
繰上償還金

△ 37,352 31,413
株式等譲渡所得割交付金 固定資産税 5,450,822 49.0 0.6 0 積立金

558,613 595,965
配 当 割 交 付 金 法人税割 217,655 2.0 1.4 0 － 単年度収支

翌年度に繰越すべき財源 149,888 263,016
利 子 割 交 付 金 法人均等割 278,853 2.5 △ 0.2 0 実質収支

歳入歳出差引 708,501 858,981
地 方 譲 与 税 所得割 2,761,479 24.8 2.6 0 減税補塡債

発行額

歳出総額 27,071,345 25,748,904
地 方 税

市民税

個人均等割 152,576 1.4 8.9 0
区　　　　　　分 区　　　　分 徴収済額 構成比 増減率 超過課税分

　　　　　　歳　入　の　状　況　　　　　　　　（単位：千円・％） 市　　税 　の　状　況　　　　　　（単位：千円・％）
　指定団体等の 　　　　区　　　　　　分 28年度（千円） 27年度（千円）
　指定状況 歳入総額 27,779,846 26,607,885

地方交付税種地
第３次     24,762人      26,207人 人口密度(H27） 551人

イトウシ
71,473人 第２次       3,966人       4,312人 面　　積 124.10㎢

静岡県 伊東市決 　  算  　状　  況 住民基本
台帳人口

70,682人 第１次       　789人       　810人 22年国調 31,840人 シズオカケン

71,437人 都道府県名 団体名 市町村類型
区分       ２７    年    国    調       ２２   年    国    調 27年国調 28,602人

平　成　２８　年　度
68,345人

産　業　構　造　・　就　業　人　口 人口集中地区人口

22 2089


